■「流通業務市街地の整備に関する法律」区域での建築行為等　チェックリスト
申請者　　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
申請場所　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　□流通業務施設用地　　　□公益的施設用地

□新築　　□増築　　□改築　　□その他
申請用途　：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　既存部分の用途：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
◆流通業務施設用地で建設可能な施設

□ トラックターミナル、鉄道の貨物駅その他貨物の積卸しのための施設
□ 卸売市場
□ 倉庫、野積場若しくは貯蔵槽(①政令で定める危険物の保管の用に供するもので、政令で定めるものを除く。)又は貯木場
危険物倉庫等の有無　（□無　　□有）→（有の場合は別紙危険物保管数量表を提出のこと）
□ 上屋又は荷さばき場
□ 道路貨物運送業、貨物運送取扱業、倉庫業又は卸売業の用に供する事務所又は店舗
□ 前号に掲げる事業以外の事業を営む者が流通業務の用に供する事務所
◆附帯施設（延床面積１/2未満もしくは敷地面積1/2未満）として建築可能用途（許可申請必要）
【上記列挙施設（「流通業務施設」という。）の設置を前提として、同一敷地内でそれに附帯する施設】
□ 金属板、金属線又は紙の切断、木材の引割り、②その他物資の流通の過程における簡易な加工の事業で政令で定めるものの用に供する工場・家具等の簡易な加工工場

□ 製氷又は冷凍の事業の用に供する工場
□ 前各号に掲げる施設に附帯する自動車駐車場又は自動車車庫

□ 自動車に直接燃料を供給するための施設、自動車修理工場又は自動車整備工場

□ 前各号に掲げるもののほか、③流通業務地区の機能を害するおそれがない施設で政令に定めるもの

□ 流通業務に寄与する展示交流施設、会議研修施設及びこれに付属する宿泊施設

□　主として団地内従業者の利用に供するための小売店舗で延床面積1,000㎡未満のもの
□ 主として団地内従業者の利用に供するための飲食店で延床面積1,000㎡未満のもの
□ 主として団地内従業者の利用に供するための理容店、美容院、クリーニング等の利便施設で延床面積1,000㎡未満のもの
□ 主として団地内従業者の利用に供するための診療所、集会室、体育施設等福利厚生施設

□ 一時的に設置する施設

□ 物資の流通の過程における簡易な加工の事業に用する工場(法第5条第1項第7号に掲げるものを除く)
□　その他公益上やむを得ないと認められる施設

◆公共施設・公益的施設用地で建設可能な施設

□ 公共施設又は国土交通省令で定める公益的施設の建設及び改築については、用途制限は適用しない。

　　・国又は地方公共団体が設置する施設

　　・電気事業法による電気事業の用に供する電気工作物、ガス事業法によるガス事業の用に供するガス工作物、水道、電気通信の用に供する施設

　　・銀行、信用協同組合若しくは信用協同組合連合会又は信用金庫若しくは信用金庫連合会の営業所
□ その他の公益的施設（許可申請必要）
　　・流通業務団地を支援し、団地の中核を形成する施設で、商業施設、業務施設、展示などの交流施設等
　　・流通業務に関係する来訪者や団地内従業者のサービスに供する施設で、会議研修施設、宿泊施設、文化施設及びスポーツ・レクリエーション施設等
建ペイ率：　　　　　　　　　　　　　　　≦　80%
容積率：　　　　　　　　　　　　　　　　≦　300%
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↑流市法（都計決定）により建ペイ・容積率の最高限度が決定しているため角地適用はできない。　　　
*図面には求積図（増築の場合は既存施設を含む）を添付のこと
①政令で定める危険物の保管の用に供するもので、政令で定めるもの
*流市法第５条第1項第3号の政令で定める危険物は、建築基準法別表第二(ぬ)項第1号(一)から(三)まで(十一)及び(十二)に掲げる物品とする。

*流市法第５条第1項第3号の政令で定める倉庫、野積場又は貯蔵槽は、建築基準法施行令第130条の9第1項の表商業地域の欄に定める数量をこえる前の危険物の保管の用に供するものとする。（第一石油類、第二石油類又は第三石油類の保管の用に供する地下貯蔵槽を除く。）

・危険物の指定数量　（危険物の規制に関する政令　別表第3）
・危険物の数量　（建築基準法施行令　第116条）

・危険物の貯蔵又は処理に供する建築物　（建築基準法施行令　第130条の9　準工業→商業）
・特定屋内貯蔵所　（平成5年6月24日建設省告示第1439号、危険物の規制に関する規則　第16条の2の3）
②その他物資の流通の過程における簡易な加工の事業で政令で定めるもの
(1) 板ガラス又はカーテン、床敷物その他これらに類する繊維製品の切断の事業

(2) 家具、建具又は自転車の部品を組み立てることによりこれらを製品又は半製品とする事業

(3) 包装又はこん包の事業

(4) 商品又はその包装若しくはこん包に商品名その他の事項の表示を行い、又は当該表示がされた物を付ける事業
③流通業務地区の機能を害するおそれがない施設で政令に定めるもの
(1) 農作物、畜産物若しくは水産物の処理若しくは加工又は木製、紙製若しくは合成樹脂の包装材料の製造の事業の用に供する工場

(2) 流通業務地区において流通業務を営む者が主としてその従業者の一時的な宿泊の用に供するため設置する施設

(3) 液化石油ガスの販売所

(4) 計量法第107条に規定する計量証明の事業の用に供する事業所
